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1.  平成25年3月期の業績（平成24年4月1日～平成25年3月31日） 

 

(2) 財政状態 

 

(3) キャッシュ・フローの状況 

（注）平成24年３月期は連結財務諸表を作成していたため、営業活動によるキャッシュ・フロー、投資活動によるキャッシュ・フロー、財務活動によるキャッシュ・フ
ロー、現金及び現金同等物期末残高は記載しておりません。  

(1) 経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

25年3月期 3,444 △0.7 △163 ― △183 ― △194 ―
24年3月期 3,469 △27.5 △87 ― △129 ― △394 ―

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

25年3月期 △50.31 ―
24年3月期 △102.10 ―
（参考） 持分法投資損益 25年3月期  73百万円 24年3月期  ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

25年3月期 4,474 1,372 30.7 355.27
24年3月期 5,339 1,566 29.3 405.56
（参考） 自己資本  25年3月期  1,372百万円 24年3月期  1,566百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

25年3月期 345 △20 △602 1,379
24年3月期 ― ― ― ―

2.  配当の状況 

 

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
純資産配当
率第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

24年3月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00 ― ― ―
25年3月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00 ― ― ―
26年3月期(予想) ― 0.00 ― 0.00 ― ―

3. 平成26年 3月期の業績予想（平成25年 4月 1日～平成26年 3月31日）  
（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率） 

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期
純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 1,590 △16.9 △50 ― △45 ― △48 ― △12.40
通期 3,560 3.3 45 ― 40 ― 35 ― 9.00



※  注記事項 
(1) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

(2) 発行済株式数（普通株式） 

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更  ： 無
② ①以外の会計方針の変更  ： 無
③ 会計上の見積りの変更  ： 無
④ 修正再表示  ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 25年3月期 4,605,760 株 24年3月期 4,605,760 株
② 期末自己株式数 25年3月期 742,061 株 24年3月期 742,061 株
③ 期中平均株式数 25年3月期 3,863,699 株 24年3月期 3,864,894 株

※ 監査手続の実施状況に関する表示 
この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく財務諸表の監査手続は終
了しておりません。 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
（将来に関する記述等についてのご注意） 
 本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際
の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用に当たっての注意事項等については、添付資
料P.2「経営成績」をご覧ください。 
 
（決算補足説明資料の入手方法について） 
 決算補足説明資料は決算説明会開催（平成25年５月24日予定）後、速やかにホームページに掲載いたします。 
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(1）経営成績に関する分析  

  当事業年度におけるわが国経済は、震災復興関連需要などから緩やかな景気回復の動きがみられました。また、昨

年末の政権交代による経済・金融政策への期待感から円安、株高基調に転じ景気回復の兆しが見え始めております。

一方、欧州債務問題の長期化、中国経済の減速など海外経済は不安定な状態が継続しており、依然として先行き不透

明な状況であります。 

 このような環境下、当社は、主要顧客を海外生産が進むエレクトロニクス分野から大規模な生産拠点を国内に保有

する自動車分野、先進国型産業である医療分野、国内需要型の食品容器分野へシフトしてまいりました。また、当社

独自技術「RHCM(高速ヒートサイクル成形）技術」を主軸とする高い技術力を武器に営業を積極展開してまいりまし

た。コスト削減策については、内製化による外注費の削減、本社機能の移転集約による効率化などにより損益分岐点

の引き下げを推進してまいりました。 

 このような取り組みにより、当事業年度の売上高は34億44百万円（前期比0.7％減）となりました。損益面につい

ては、回復の途上にありましたが、営業利益の計上にまでは至りませんでした。また、2012年７月30日当社の得意先

であるポリマテック株式会社が民事再生手続きの申し立てを行ったことにより取立不能債権が発生しました。これに

より当社は、貸倒損失131百万円、及び、貸倒引当金繰入額31百万円を販売費及び一般管理費に計上するに至り、営

業損失１億63百万円（前期は営業損失87百万円）、経常損失１億83百万円（前期は経常損失１億29百万円）、当期純

損失１億94百万円（前期は当期純損失３億94百万円）となりました。 

 なお、前事業年度比につきましては、当事業年度より連結財務諸表を作成していないため、前事業年度の単体の数

値と比較して記載しております。 

 この結果、当社は５期連続で営業損失を計上したことで継続企業の前提に関する重要な疑義が生じています。この

ような状況に対し、当社は全社一丸となって対応策を講じ、迅速に当該事象を解消していく所存です。 

 改善策の詳細につきましては、後記「(5)継続企業の前提に関する重要事象等」をご覧ください。 

 各セグメント別の状況は次のとおりです。 

 なお、当事業年度より連結財務諸表を作成していないため、前年同期との比較については記載しておりません。

（以下、「(4)財政状態に関する分析 ②キャッシュ・フローの状況」においても同じ） 

  

① 成形品セグメント 

 本セグメントは、家電、自動車、エレクトロニクス、医療・食品・その他分野の部品もしくは完成品を受注生

産・販売するセグメントです。 

 当事業年度においては、家電部品は大口取引先の内製化による受注の減少や前年に見られた節電効果の高い家電

製品のブームの反動から売上高は大幅な減少となりました。自動車部品は東日本大震災やタイの水害のダメージか

ら回復した既存製品の受注が増加したことに加え、当社独自技術によるハイブリットカー向けインジェクションフ

ィルターやRHCM成形による高光沢ピアノブラック内装パネルを新規受注したことにより売上高は増加しました。食

品容器は堅調に推移し、医療機器その他については新規顧客向けの受注により売上高は増加しました。結果、自動

車部品、食品容器、医療機器その他の部品は増加したものの、家電部品の減少をカバーするまでにはいたりません

でした。 

 この結果、本セグメントの売上高は27億71百万円、セグメント利益２億12百万円となりました。 
  

② 金型・技術セグメント 

 本セグメントは、当社固有のRHCM技術を供与したライセンス収入や、顧客の要望により海外で生産委託した売上

からのコミッション収入、RHCM技術用の機械装置、金型売上など技術資源を源としたセグメントです。 

 当事業年度においては、金型売上高は自動車部品向けを中心に大幅に増加いたしました。技術ロイヤリティ収入

及び装置売上高は順調に推移いたしました。 

 この結果、本セグメントの売上高は６億73百万円、セグメント利益１億32百万円となりました。 

  

(2）次期の見通し  

 当社は、2012年３月期より３ヵ年の中期経営計画を策定し、その２年目が終了いたしました。当経営計画期間中に

おける経営方針といたしまして、当社固有の技術開発力を活かし、主要顧客の領域を海外生産移転が進むエレクトロ

ニクス分野から自動車、医療機器、食品分野にシフトし、売上高を維持安定させてまいります。特に、自動車業界向

けは中期的に安定した売上高が見込めるため積極的な営業活動を推進してまいります。コスト削減策については、品

質・工程改善活動による変動費の軽減や、さらなる固定費の低減を推進してまいります。 

 以上により、次期の業績予想につきましては、売上高35億60百万円（当期比3.3％増）、営業利益45百万円（当期

は営業損失１億63百万円）、経常利益40百万円（当期は経常損失１億83百万円）、当期純利益35百万円（当期は当期

純損失１億94百万円）を見込んでおります。 

  

１．経営成績・財政状態に関する分析
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(3) 利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当  

 当社は、持続的発展に必要な設備・技術開発投資への充当並びに財務基盤強化を図りつつ、一定の安定性の中で配

当性向も勘案し、株主還元を行うことを基本方針としております。 

 当事業年度は、５期連続で営業損失を計上することとなり、継続企業の前提に関する重要な事象等が生じ、早急な

事業の再建と財務基盤の安定を図る必要があることから無配当とさせていただきます。また、次期の配当につきまし

ては、黒字化は見込まれるものの業績の本格回復には至らず、財務基盤の安定を図る必要があるため誠に遺憾ではご

ざいますが、無配当とさせていただきます。 

  

(4）財政状態に関する分析 

① 資産、負債及び純資産の状況 

 当事業年度末における資産合計は44億74百万円となり、前事業年度末と比較して８億64百万円減少しました。こ

れは主に、現金及び預金が２億76百万円、受取手形が１億49百万円、売掛金が２億55百万円、機械及び装置が１億

１百万円それぞれ減少したことによるものです。 

 負債合計は31億１百万円となり、前事業年度末と比較して６億70百万円減少しました。これは主に、買掛金が71

百万円、長期借入金が６億20百万円それぞれ減少したことによるものです。 

 純資産合計は13億72百万円となり、前事業年度末と比較して１億94百万円減少しました。これは主に、利益剰余

金が１億94百万円減少したことによるものです。 

② キャッシュ・フローの状況 

 当事業年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、13億79百万円となり前事業年度末と比

較して２億76百万円減少しました。 

 当事業年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりです。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

  営業活動の結果得られた資金は３億45百万円となりました。これは主に税引前当期純損失の計上１億90百万

円、仕入債務の減少46百万円があったものの、売上債権の減少４億５百万円、減価償却費１億97百万円等による

ものです。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

  投資活動の結果使用した資金は20百万円となりました。これは主に有形固定資産の取得による支出23百万円等

によるものです。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果使用した資金は６億２百万円となりました。これは主に長期借入れによる収入２億25百万円が

あったものの、短期借入金の純減額55百万円、長期借入金の返済７億72百万円等によるものです。 

 なお、当社のキャッシュ・フロー指標のトレンドは次のとおりです。 

（キャッシュ・フロー関連指標の推移） 

自己資本比率：自己資本／総資産 
時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 
キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー 
インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い 
（注）１．当事業年度より連結財務諸表を作成していないため単体ベースの財務数値により計算しています。また、2012年３月期以前

の数値は記載しておりません。 
   ２．株式時価総額は自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しております。 

３．キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを利用しております。  
５．有利子負債は貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っているすべての負債を対象としています。  

  

  2009年3月期 2010年3月期 2011年3月期 2012年3月期 2013年3月期 

自己資本比率（％）  －  －  －  －  30.7

時価ベースの自己資本比率（％）  －  －  －  －  18.7

キャッシュ・フロー対有利子負債比率（年）  －  －  －  －  6.6

インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍）  －  －  －  －  6.2
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(5) 継続企業の前提に関する重要事象等  

 当社は、前事業年度において営業損失を計上しております。  

  当事業年度においては、業績は回復途上にあったものの、営業利益の計上にまでは至りませんでした。また、2012

年7月30日に当社の得意先であるポリマテック株式会社が民事再生手続開始の申立てを行ったことにより取立不能債権

が発生しました。これにより当社は、貸倒損失131百万円、及び、貸倒引当金繰入額31百万円を販売費及び一般管理費

にて追加計上するに至り、営業損益以下の損益はいずれも損失となっております。 

 このため、前事業年度に引き続き、継続企業の前提に関する重要な疑義を生じさせるような状況が存在しておりま

す。 

 当社は、当該状況を解消するため、以下の対応策を講じ、実施しています。 

 ① 2011年５月に策定した中期３ヵ年経営計画（第70期～第72期）によって変革と成長の推進を図っています。 

  ② コスト削減の徹底 

   製造原価における固定費削減は、2011年1月に実施した生産拠点の統廃合以降、一定の効果が現れております。変

動費については、当事業年度において実施した、内製化による外注費等の軽減をより一層進めてまいります。 

  ③ 販売戦略の再構築 

     主要顧客を、海外生産に移行したエレクトロニクス業界から、国内に生産拠点を置く自動車、医療・食品・その

他分野へシフトしております。当事業年度において、自動車、医療・食品・その他分野向け売上が前事業年度に

比べ大きく伸長しました。同分野に関しては、中期的に安定した売上が見込まれるため、次年度においても同分

野を中心に当社の独自技術と開発力を活かし、新規顧客の開拓、新製品の受注に努めてまいります。 

  ④ 資金繰りについて 

   ア. 当面の厳しい事業環境を乗り越えるべく、メインバンクを中心に既存取引銀行と緊密な関係を維持しており、

継続的な支援を前提とした資金計画を構築し、必要資金の確保について綿密に連携中です。 

   イ. 有事の資金調達の手段として、2013年4月にメインバンクである株式会社みずほ銀行との間で、200百万円のコ

ミットメントライン契約を締結しました。  

 以上のとおり、上記の対応策を進めている途上ですが、これらの施策は、受注動向や経済環境に左右されることから

現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められます。  

 なお、当社の財務諸表は継続企業を前提として作成しており、継続企業の前提に関する重要な不確実性の影響を財務

諸表に反映しておりません。 

  

当社の企業集団は、当社と関連会社１社（Fischer Tech Ltd.）により構成されており、プラスチック製品の製造・販
売及び金型、金型温調機等装置の販売・技術支援サービスの提供等を主な業務としています。 

   

(1）会社の経営の基本方針 

 当社は、顧客への存在価値を向上させるべく、プラスチック加工領域における独自技術を開発し、その成果を広く

普及させることを通じて、株主・顧客・従業員への利益最大化を図っていきます。同時に、社会の一員として法令遵

守に努め、環境負荷の低減にも積極的に取り組んでいきます。その概要は次のとおりです。 

① 企業競争力強化・技術集約型企業への推進 

 プラスチック加工領域における独自技術の開発と独自技術をベースとした高品位製品の量産技術の開発を進め

ていきます。一方で、他社との共同開発等を通じて他の加工技術との融合を図り、更なる差別化技術を開発して

いきます。 

 同時に、独自技術であるＲＨＣＭ（高速ヒートサイクル成形）技術を核とした緩やかな連合体（ＲＨＣＭアラ

イアンス）形成を推進しており、アライアンス・パートナーとともにＲＨＣＭ製品の供給拠点をグローバルに構

築していきます。   

   ② 人財の拡充、育成 

 様々な意識改善活動、業務目標達成計画、個人目標達成計画及び教育・研修プログラムを整合的に推進し、会

社・部門・個人のベクトルを調和させ、魅力ある会社づくりを図っていきます。 

③ 社会性 

 経営・会計の透明性、環境問題を始めとして、企業の遵法性（社会性）が求められている中、当社は、社会の

一員として環境問題への取組、反社会的勢力排除に向けた体制の整備等全ての業務活動における遵法精神の重要

性の認識を高めていきます。 

  

２．企業集団の状況

３．経営方針
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(2）目標とする経営指標 

 当社は、次の項目を経営指標としています。 

① フリー・キャッシュ・フロー 

 フリー・キャッシュ・フローを、持続的発展に必要な事業・設備・研究開発等の投資及びファイナンスを判断

する指標として利用しています。短期的には、フリー・キャッシュ・フローの最大化を目標としています。 

② ＲＯＡ（総資産営業利益率） 

 ＲＯＡを、総資産に対して効率的な経営がなされているか判断する指標として活用しています。本指標を通じ

て経営層が貸借対照表を継続的にウォッチすることにより、事業活動に不要不急な資産及びたな卸資産の削減に

役立てる他、株主への還元である自社株買いの判断にも利用しています。 

  

(3）中長期的な会社の経営戦略 

  当社は、2012年３月期より３ヵ年の中期経営計画を策定し、開始しています。当計画期間中における経営方針とし

まして、当社固有の技術開発力を活かし、主要顧客を、海外生産移転が進むエレクトロニクス分野から自動車、医療

機器、食品分野にシフトし、売上高を維持安定させていきます。 

 また、特に自動車分野でニーズの高い、当社による国内での製品開発・立上げと関連会社ＦＴ社による海外での量

産とのシームレスな連携体制を構築していきます。 

 当計画の初年度にあたる2012年３月期には、埼玉県草加市の本社不動産を売却し、本社機能を栃木工場に一体化し

ました。先に統合した工場のみならず、生産・営業・技術・管理を含む全社機能を統合して効率化を図り、当計画期

間を通じて最大限の統合効果を図っていきます。 

   

(4）会社の対処すべき課題 

 当社は、５期連続の営業損失の計上により継続企業の前提に関する重要な疑義が生じるにいたりました。当該状況

を早急に解消すべく新たに策定した中期３ヵ年経営計画により変革と成長の推進を図り、収益性の改善と財務体質の

強化を行っていきます。 

 継続企業の前提に関する重要事象に関する状況及びその対応・改善策等の詳細につきましては、前記「１．経営成

績 (5) 継続企業の前提に関する重要事象等」に記載のとおりです。   
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４．財務諸表 
（１）貸借対照表 

（単位：千円）

前事業年度 
(2012年３月31日) 

当事業年度 
(2013年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,655,534 1,379,461

受取手形 263,908 114,225

売掛金 901,101 645,586

商品及び製品 81,766 96,123

仕掛品 37,716 27,538

原材料及び貯蔵品 52,057 52,819

前払費用 16,248 13,752

その他 13,406 19,980

貸倒引当金 △14,502 △32,434

流動資産合計 3,007,238 2,317,053

固定資産   

有形固定資産   

建物 2,932,319 2,937,369

減価償却累計額 △1,947,235 △2,009,441

建物（純額） 985,084 927,928

構築物 143,238 143,238

減価償却累計額 △103,078 △107,916

構築物（純額） 40,159 35,322

機械及び装置 2,307,914 2,174,611

減価償却累計額 △1,969,494 △1,937,452

機械及び装置（純額） 338,419 237,158

車両運搬具 94,814 87,354

減価償却累計額 △83,434 △80,843

車両運搬具（純額） 11,379 6,511

工具、器具及び備品 308,204 273,059

減価償却累計額 △287,019 △254,425

工具、器具及び備品（純額） 21,185 18,633

土地 249,509 249,509

建設仮勘定 － 4,442

有形固定資産合計 1,645,738 1,479,506

無形固定資産   

ソフトウエア 4,338 266

その他 2,910 2,910

無形固定資産合計 7,248 3,176

投資その他の資産   

投資有価証券 14,922 9,941

関係会社株式 140,196 140,196

投資不動産 242,350 242,350

減価償却累計額 △3,754 △4,304

投資不動産（純額） 238,595 238,045

保険積立金 246,200 254,870

破産更生債権等 － 4,339

その他 39,309 31,776

貸倒引当金 － △4,339

投資その他の資産合計 679,224 674,831

固定資産合計 2,332,212 2,157,514

資産合計 5,339,450 4,474,568
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（単位：千円）

前事業年度 
(2012年３月31日) 

当事業年度 
(2013年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形 320,174 345,693

買掛金 301,415 229,646

短期借入金 1,050,000 995,000

1年内返済予定の長期借入金 747,152 819,993

未払金 43,976 47,766

未払費用 31,030 36,938

未払法人税等 3,750 5,714

預り金 2,480 2,437

その他 27,996 15,871

流動負債合計 2,527,975 2,499,061

固定負債   

長期借入金 1,068,802 447,975

退職給付引当金 115,050 94,053

役員退職慰労引当金 45,254 46,601

繰延税金負債 － 297

その他 15,409 13,929

固定負債合計 1,244,516 602,857

負債合計 3,772,492 3,101,919

純資産の部   

株主資本   

資本金 595,916 595,916

資本剰余金   

資本準備金 742,246 742,246

その他資本剰余金 2,256 2,256

資本剰余金合計 744,503 744,503

利益剰余金   

利益準備金 44,348 44,348

その他利益剰余金   

別途積立金 860,000 460,000

繰越利益剰余金 △380,352 △174,729

利益剰余金合計 523,995 329,618

自己株式 △297,932 △297,932

株主資本合計 1,566,482 1,372,105

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 475 543

評価・換算差額等合計 475 543

純資産合計 1,566,957 1,372,649

負債純資産合計 5,339,450 4,474,568
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（２）損益計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 2011年４月１日 

 至 2012年３月31日) 

当事業年度 
(自 2012年４月１日 

 至 2013年３月31日) 

売上高   

商品売上高 540,598 864,868

製品売上高 2,928,540 2,580,129

売上高合計 3,469,138 3,444,997

売上原価   

商品期首たな卸高 13,554 8,662

製品期首たな卸高 109,925 73,104

当期商品仕入高 380,281 658,538

当期製品製造原価 2,701,981 2,455,681

合計 3,205,743 3,195,987

商品期末たな卸高 8,662 10,303

製品期末たな卸高 73,104 85,819

売上原価合計 3,123,976 3,099,863

売上総利益 345,162 345,133

販売費及び一般管理費   

運搬費 103,125 108,585

貸倒引当金繰入額 10,692 31,249

貸倒損失 － 131,316

役員報酬 53,640 49,455

給料及び手当 78,919 63,020

退職給付費用 5,452 1,100

役員退職慰労引当金繰入額 5,650 2,076

法定福利費 20,986 18,624

福利厚生費 17,575 9,918

研究開発費 18,353 10,211

租税公課 12,758 8,019

旅費及び交通費 12,890 12,721

賃借料 5,879 6,562

支払手数料 21,521 10,333

交際費 1,064 744

減価償却費 15,715 8,170

その他 48,390 36,374

販売費及び一般管理費合計 432,617 508,484

営業損失（△） △87,455 △163,350

営業外収益   

受取利息 619 443

受取配当金 1,430 15,985

受取賃貸料 16,096 16,049

その他 22,521 7,389

営業外収益合計 40,668 39,867

営業外費用   

支払利息 76,944 55,592

その他 5,927 4,768

営業外費用合計 82,872 60,361

経常損失（△） △129,659 △183,844
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（単位：千円）

前事業年度 
(自 2011年４月１日 

 至 2012年３月31日) 

当事業年度 
(自 2012年４月１日 

 至 2013年３月31日) 

特別利益   

固定資産売却益 218,780 916

投資有価証券売却益 7,622 －

特別利益合計 226,402 916

特別損失   

固定資産売却損 1,881 －

固定資産除却損 4,355 41

投資有価証券評価損 － 7,780

関係会社株式評価損 481,493 －

特別損失合計 487,731 7,821

税引前当期純損失（△） △390,987 △190,749

法人税、住民税及び事業税 3,627 3,627

法人税等合計 3,627 3,627

当期純損失（△） △394,615 △194,377
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（３）株主資本等変動計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 2011年４月１日 

 至 2012年３月31日) 

当事業年度 
(自 2012年４月１日 

 至 2013年３月31日) 

株主資本   

資本金   

当期首残高 595,916 595,916

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 595,916 595,916

資本剰余金   

資本準備金   

当期首残高 742,246 742,246

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 742,246 742,246

その他資本剰余金   

当期首残高 2,256 2,256

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 2,256 2,256

資本剰余金合計   

当期首残高 744,503 744,503

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 744,503 744,503

利益剰余金   

利益準備金   

当期首残高 44,348 44,348

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 44,348 44,348

その他利益剰余金   

別途積立金   

当期首残高 1,760,000 860,000

当期変動額   

別途積立金の取崩 △900,000 △400,000

当期変動額合計 △900,000 △400,000

当期末残高 860,000 460,000

繰越利益剰余金   

当期首残高 △885,737 △380,352

当期変動額   

別途積立金の取崩 900,000 400,000

当期純損失（△） △394,615 △194,377

当期変動額合計 505,384 205,622

当期末残高 △380,352 △174,729

利益剰余金合計   

当期首残高 918,610 523,995

当期変動額   

当期純損失（△） △394,615 △194,377

当期変動額合計 △394,615 △194,377

当期末残高 523,995 329,618
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（単位：千円）

前事業年度 
(自 2011年４月１日 

 至 2012年３月31日) 

当事業年度 
(自 2012年４月１日 

 至 2013年３月31日) 

自己株式   

当期首残高 △297,649 △297,932

当期変動額   

自己株式の取得 △282 －

当期変動額合計 △282 －

当期末残高 △297,932 △297,932

株主資本合計   

当期首残高 1,961,380 1,566,482

当期変動額   

当期純損失（△） △394,615 △194,377

自己株式の取得 △282 －

当期変動額合計 △394,897 △194,377

当期末残高 1,566,482 1,372,105

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

当期首残高 16,039 475

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △15,564 68

当期変動額合計 △15,564 68

当期末残高 475 543

評価・換算差額等合計   

当期首残高 16,039 475

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △15,564 68

当期変動額合計 △15,564 68

当期末残高 475 543

純資産合計   

当期首残高 1,977,419 1,566,957

当期変動額   

当期純損失（△） △394,615 △194,377

自己株式の取得 △282 －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △15,564 68

当期変動額合計 △410,461 △194,308

当期末残高 1,566,957 1,372,649
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（４）キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

当事業年度 
(自 2012年４月１日 

 至 2013年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税引前当期純損失（△） △190,749

減価償却費 197,597

貸倒引当金の増減額（△は減少） 22,270

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 1,347

退職給付引当金の増減額（△は減少） △20,997

受取利息及び受取配当金 △16,428

支払利息 55,592

固定資産除売却損益（△は益） △874

投資有価証券評価損益（△は益） 7,780

売上債権の増減額（△は増加） 405,198

たな卸資産の増減額（△は増加） △4,940

破産更生債権等の増減額（△は増加） △4,339

仕入債務の増減額（△は減少） △46,250

その他 △16,173

小計 389,032

利息及び配当金の受取額 16,415

利息の支払額 △56,631

法人税等の支払額 △3,627

法人税等の還付額 13

営業活動によるキャッシュ・フロー 345,201

投資活動によるキャッシュ・フロー  

投資有価証券の取得による支出 △2,433

有形固定資産の売却による収入 1,957

有形固定資産の取得による支出 △23,009

その他 3,000

投資活動によるキャッシュ・フロー △20,486

財務活動によるキャッシュ・フロー  

短期借入金の純増減額（△は減少） △55,000

長期借入れによる収入 225,000

長期借入金の返済による支出 △772,986

その他 △4

財務活動によるキャッシュ・フロー △602,990

現金及び現金同等物に係る換算差額 2,201

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △276,073

現金及び現金同等物の期首残高 1,655,534

現金及び現金同等物の期末残高 1,379,461
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 当社は、前事業年度において営業損失を計上しております。  

 当事業年度においては、業績は回復途上にあったものの、営業利益の計上にまでは至りませんでした。また、

2012年7月30日に当社の得意先であるポリマテック株式会社が民事再生手続開始の申立てを行ったことにより取立不

能債権が発生しました。これにより当社は、貸倒損失131百万円、及び、貸倒引当金繰入額31百万円を販売費及び一

般管理費にて追加計上するに至り、営業損益以下の損益はいずれも損失となっております。 

 このため、前事業年度に引き続き、継続企業の前提に関する重要な疑義を生じさせるような状況が存在しており

ます。 

 当社は、当該状況を解消するため、以下の対応策を講じ、実施しています。 

① 2011年5月に策定した中期３ヵ年経営計画（第70期～第72期）によって変革と成長の推進を図っています。 

② コスト削減の徹底 

製造原価における固定費削減は、2011年1月に実施した生産拠点の統廃合以降、一定の効果が現れております。

変動費については、当事業年度において実施した、内製化による外注費等の軽減をより一層進めてまいります。 

③ 販売戦略の再構築 

主要顧客を、海外生産に移行したエレクトロニクス業界から、国内に生産拠点を置く自動車、医療・食品・その

他分野へシフトしております。当事業年度において、自動車、医療・食品・その他分野向け売上が前事業年度に

比べ大きく伸長しました。同分野に関しては、中期的に安定した売上が見込まれるため、次年度においても同分

野を中心に当社の独自技術と開発力を活かし、新規顧客の開拓、新製品の受注に努めてまいります。 

④ 資金繰りについて 

 ア．当面の厳しい事業環境を乗り越えるべく、メインバンクを中心に既存取引銀行と緊密な関係を維持してお

り、継続的な支援を前提とした資金計画を構築し、必要資金の確保について綿密に連携中です。 

 イ．有事の資金調達の手段として、2013年4月にメインバンクである株式会社みずほ銀行との間で、200百万円の

コミットメントライン契約を締結しました。 

  

 以上のとおり、上記の対応策を進めている途上ですが、これらの施策は、受注動向や経済環境に左右されること 

から、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められます。  

 なお、当社の財務諸表は継続企業を前提として作成しており、継続企業の前提に関する重要な不確実性の影響を

財務諸表に反映していません。 

  

１．有価証券の評価基準及び評価方法 

(1）関連会社株式 

   移動平均法による原価法 

(2）その他有価証券 

  時価のあるもの 

    決算日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は部分純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法に

より算定) 

  時価のないもの 

    移動平均法による原価法 

  

２．デリバティブ等の評価基準及び評価方法 

 デリバティブ 

時価法 

  

３．たな卸資産の評価基準及び評価方法  

商品・製品・仕掛品・原材料 

  主として移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法） 

  

（5）財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

（重要な会計方針）
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４．固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産及び投資不動産 

  定額法 

   なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 

建物      7～47年 

機械及び装置  8～15年 

(2）無形固定資産 

定額法 

  ただし、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(５年)に基づいています。 

  

５．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しています。 

  

６．引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しています。 

(2）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末の退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上していま

す。 

(3）役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく当事業年度末要支給額の100％を計上しています。 

  

７．ヘッジ会計の方法 

(1）ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理を採用しています。また、金利スワップについては、特例処理の要件を満たしている場合は、

特例処理を採用しています。 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ヘッジ手段：金利スワップ 

ヘッジ対象：借入金の金利 

(3）ヘッジ方針 

 主として当社のリスク別管理方針に基づき、金利変動リスクをヘッジしています。 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ手段及びヘッジ対象に関する重要な条件が同一であり、かつ、ヘッジ開始時及びその後も継続して相場

変動又はキャッシュ・フロー変動を完全に相殺するものと想定することができるため、ヘッジ有効性の判定は省

略しています。 

  

８．キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負

わない取得日から３か月以内に償還期限の到来する短期資金からなっております。 

  

９．消費税等の会計処理について 

 税抜方式によっています。 

  

(損益計算書関係) 

 前事業年度において、「営業外収益」で独立掲記しておりました「受取保険料」及び「スクラップ売却益」は、営業

外収益の総額の100分の10以下となったため、当事業年度より「その他」に含めて表示しております。この表示方法の

変更を反映させるため、前事業年度の財務諸表の組替えを行っております。 

この結果、前事業年度の損益計算書において、「営業外収益」にそれぞれ表示していた「受取保険料」7,103千円、

「スクラップ売却益」4,380千円は、「その他」として組み替えております。 

  

（表示方法の変更）
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１．報告セグメントの概要 

 当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資源

の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものです。 

 当社は成形品と金型・技術の２つの事業を基礎として組織を構成し、国内及び海外の包括的な戦略を立案して事

業活動を展開しています。したがって、当社は、これら２事業を報告セグメントとしています。 

 成形品セグメントは、主に当社の製造加工設備など有形固定資産を駆使し、エンジニアリング・プラスチックの

射出成形を構成要素に含む自動車部品、医療・食品容器、家電、エレクトロニクス部品などの設計開発からサプラ

イチェーンマネジメントまでのバリューチェーンを含む全体又は一部を受託し、量産供給するビジネスモデルで

す。 

 金型・技術セグメントは、主に当社の特許、ノウハウ等の産業財産権を駆使した成果を、金型や金型温調装置と

いった有形の商品に表現したり、ライセンス料やソフトウエア収入といった無形のサービスに表現することで、顧

客のニーズに対応するビジネスモデルです。 

  

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失の金額の算定方法 

  報告されている事業セグメントの会計処理方法は、「重要な会計方針」における記載と概ね同一です。 

 報告セグメントの利益は、売上総利益ベースの数値です。  

  

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失の金額に関する情報    

  当事業年度（自2012年４月１日 至2013年３月31日） 

（注）セグメント利益の合計額は、損益計算書の売上総利益と一致しています。 

  

（持分法損益等）

  

当事業年度 

（自 2012年４月１日 

至 2013年３月31日） 

関連会社に対する投資の金額 140,196千円 

持分法を適用した場合の投資の金額  743,631 

持分法を適用した場合の投資利益の金額 73,649 

（セグメント情報）

   （単位：千円）

  成形品 金型・技術 調整額 
財務諸表計上額

（注） 

売上高         

外部顧客への売上高  2,771,666  673,330  －  3,444,997

セグメント間の内部売上高又は

振替高 
 －  －  －  －

計  2,771,666  673,330  －  3,444,997

セグメント利益  212,969  132,163  －  345,133
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（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式が存在

しないため記載していません。 

   ２．１株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりです。 

  

  

  コミットメントライン契約の締結 
 当社は、安定的な資金調達枠の確保を目的とし、2013年４月18日付で株式会社みずほ銀行とコミットメントライン
契約を締結いたしました。 

   契約の概要 
    ①設定金額       総額 200,000千円 
    ②利率         2.875％ 
    ③コミットメント期間  2013年４月18日から2014年４月17日まで 
    ④担保提供資産     関係会社株式、保険積立金 
    このコミットメントライン契約に関し、財務制限条項が付されております。 
    なお、当該契約に係る借入実行残高はありません。  

  

（１株当たり情報）

  
前事業年度 

（自  2011年４月１日 
至  2012年３月31日） 

当事業年度 
（自  2012年４月１日 

至  2013年３月31日） 

１株当たり純資産額 円 405.56 円 355.27

１株当たり当期純損失金額（△） 円 △102.10 円 △50.31

  
前事業年度 

（自  2011年４月１日 
至  2012年３月31日） 

当事業年度 
（自  2012年４月１日 

至  2013年３月31日） 

１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損

失金額 
    

当期純損失金額(△)（千円）  △394,615  △194,377

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る当期純損失金額(△)（千円）  △394,615  △194,377

期中平均株式数（株）  3,864,894  3,863,699

（重要な後発事象）
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